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福岡県事業承継に向けた中小企業収益力強化補助金交付要綱 

 

（通 則） 

第１条 福岡県事業承継に向けた中小企業収益力強化補助金（以下「補助金」という。）の交付については、福

岡県補助金等交付規則（昭和３３年福岡県規則第５号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要

綱の定めるところによる。 

 

（補助金の交付目的） 

第２条 この補助金は、県内中小企業者の事業承継計画に基づく取組みを支援し、一層の事業承継の実現を促進

することを目的とする。 

 

（定義） 

第３条 この要綱において「中小企業者」とは、中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項に

規定する中小企業者をいう。 

２ この要綱において、「小規模事業者」とは、商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律

（平成５年法律第５１号）第２条に規定する小規模事業者をいう。  

 

（補助金の交付対象者） 

第４条 この補助金の交付対象者は、今後５年以内に事業承継をしようとしており、福岡県事業承継支援ネット

ワーク構成機関が事業承継計画の策定及びブラッシュアップを支援した中小企業者とする。 

２ 交付対象者は以下に該当しないものとする。 

（１）暴力団又は暴力団員 

（２）暴力団員が事業主又は役員であるもの 

（３）暴力団又は暴力団員と密接な関係を有するもの 

 

（補助金の交付の対象及び補助率等） 

第５条 補助金は、交付対象者が策定した事業承継計画に基づく取組みであって、次に掲げる事業承継前の収益

力強化に必要な取組みに要する経費のうち、補助金交付の対象として知事が必要かつ適当と認めるもの（以

下「補助対象経費」という。）について、予算の範囲内で交付する。 

 （１）売上拡大 

 （２）業務効率化 

２ 補助対象経費は、補助事業の実施期間（以下「事業実施期間」という。）内において発生した経費とする。 

３ 補助対象経費の区分は、別表のとおりとする。 

４ 補助率は、補助対象経費の２分の１以内、小規模事業者の場合、補助対象経費の３分の２以内とし、１件に

つき５０万円を上限とする。 

 

（補助事業の実施期間） 

第６条 事業実施期間は、交付決定の日から、当該年度１月末日までの間の事業完了日までとする。 

 

（補助金の交付申請） 

第７条 補助金の交付を申請しようとする者（以下「交付申請者」という。）は、「福岡県事業承継に向けた中小

企業収益力強化補助金交付申請書」（様式第１号）に、事業計画書その他必要な書類を添えて知事に提出しな

ければならない。 
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（交付の決定） 

第８条 知事は、前条の規定により補助金の交付申請があったときは、その内容及び額について審査し、適当と

認めたときは補助金の交付決定を行い、「福岡県事業承継に向けた中小企業収益力強化補助金交付決定通知書」

（様式第２号）により交付申請者に通知するものとする。 

２ 知事は、前項の場合において必要があるときは、補助金の交付の申請に係る事項につき条件を付して補助金

の交付の決定をすることができる。 

 

（申請の取り下げ） 

第９条 交付申請者は、前条の規定による通知を受領した場合において、当該通知に係る補助金等の交付の決定

の内容又はこれに付された条件に不服があり、申請を取り下げようとするときは、交付決定通知書の送付を受

けた日から１０日以内に、その旨を記載した書面を知事に提出しなければならない。 

 

（交付決定の内容等の変更） 

第１０条 交付の決定を受け補助事業を行う者（以下「補助事業者」という。）は、補助対象経費の区分ごとの

配分された額又は補助事業の内容を変更しようとするときは、「福岡県事業承継に向けた中小企業収益力強化

補助金に係る補助事業の変更承認申請書」（様式第３号）を知事に提出し、その承認を得なければならない。

ただし、補助目的の達成に支障を来すことなく、かつ、事業効率の低下をもたらさない補助事業実施計画の細

部の変更をするときは、この限りではない。 

２ 知事は、前項の規定により補助事業の変更承認申請があったときは、その内容及び額について審査し、適当

と認めたときは補助金の変更承認を行い、「福岡県事業承継に向けた中小企業収益力強化補助金変更承認通知

書」（様式第３号の２）により申請者に通知するものとする。 

 

（中止又は廃止） 

第１１条 補助事業者は、補助事業を中止又は廃止しようとするときは、あらかじめ「福岡県事業承継に向けた

中小企業収益力強化補助金に係る補助事業の中止（廃止）承認申請書」（様式第４号）を知事に提出し、その

承認を得なければならない。 

２ 知事は、前項の規定により補助事業の中止又は廃止承認申請があったときは、その内容について審査し、適

当と認めたときは補助金の中止又は廃止承認を行い、「福岡県事業承継に向けた中小企業収益力強化補助金中

止（廃止）承認通知書」（様式第４号の２）により申請者に通知するものとする。 

 

（実績報告書の提出） 

第１２条 補助事業者は、補助事業が完了した日又は補助事業の実施期限のいずれか早い日から１０日以内に

「福岡県事業承継に向けた中小企業収益力強化補助金に係る補助事業実績報告書」（様式第５号）を知事に提

出しなければならない。 

 

（補助金の額の確定） 

第１３条 知事は、補助事業者から実績報告書を受理したときは、その内容を審査し、補助事業の実施結果が補

助金の交付の決定の内容（第１０条第２項に基づく承認をした場合は、その承認した内容）及びこれに付した

条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、「福岡県事業承継に向けた中小企業収益力

強化補助金に係る額の確定通知書」（様式第６号）により通知するものとする。 
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（補助金の支払） 

第１４条 知事は、原則として前条の規定に基づき交付すべき補助金の額を確定した後に支払うものとする。た

だし、必要があると認められた場合に限り、補助金の全部又は一部につき概算払をすることができる。 

２ 補助事業者は、補助金の支払を受けようとするときは、「福岡県事業承継に向けた中小企業収益力強化補助

金精算払請求書」（様式第７号）又は「福岡県事業承継に向けた中小企業収益力強化補助金概算払請求書」（様

式第７号の２）を知事に提出しなければならない。 

３ 概算払は、支払明細書上の支払済みの経費に係る補助金の支払いに限るものとする。  

 

（交付決定の取消） 

第１５条 知事は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の交付決定の全部又は

一部を取り消すことができる。 

（１）この要綱に違反したとき。 

（２）知事が提出を求める書類等を期限内に提出しないなど、補助事業に関して、怠慢と認められる行為を

行ったとき。 

（３）補助金を補助事業以外の用途に使用したとき、又は交付決定の内容やこれに付された条件に違反したと

き。 

（４）補助事業や提出書類等に虚偽その他不正の行為があったとき。 

（５）第９条の規定に基づく交付申請の取り下げ若しくは第１１条第２項の規定に基づく補助事業の中止又は

廃止承認があったとき。 

２ 前項の規定は、第１３条の規定に基づく額の確定があった後においても適用する。 

 

（補助金の返還期限） 

第１６条 規則第１７条第１項及び第２項に規定する返還の期限は、当該返還命令の日から２０日以内とする。 

 

（補助金の経理） 

第１７条 補助事業者は、補助事業に係る経理の収支を明らかにするために、これに関する帳簿及び証拠書類そ

の他補助事業の実施に関する必要な書類を整備し、補助期間が終了した日の属する年度の翌年度から５年間保

存しなければならない。 

 

（帳簿書類の検査等） 

第１８条 知事は、必要に応じて補助事業者に報告を求め、補助事業に係る帳簿及び証拠書類その他補助事業の

実施に関する必要な書類や物件を検査できるものとする。 

 

（財産の管理） 

第１９条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」という。）に

ついては、補助事業が完了した後も善良な管理者の注意をもって管理するとともに、補助金交付の目的に従っ

て、その効果的な運用を図らなければならない。 

２ 補助事業者は、取得財産等について、その台帳を設け、その保管状況を明らかにしておかなければならない。 

 

（財産の処分の制限） 

第２０条 取得財産等のうち、規則第２０条の規定による知事が定める処分を制限する財産は、取得価値又は効

用の増加価格が５０万円以上の財産とする。  

２ 補助事業者は、知事が別に定める期間内において、処分を制限された取得財産等を処分しようとするときは、
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あらかじめ「福岡県事業承継に向けた中小企業収益力強化補助金に係る取得財産等の処分承認申請書」（様式

第８号）を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

３ 知事は、補助事業者が取得財産等を処分することにより、収入があったときは、その収入の全部又は一部を

県に納付させることができる。 

 

（産業財産権等に関する届出） 

第２１条 補助事業者は、補助事業に基づく発明、考案等に関して、特許権、実用新案権又は意匠権等（以下

「産業財産権等」という。）を補助事業実施期間内に出願若しくは取得した場合又はそれらを譲渡、若しくは

実施権を設定した場合には、遅滞なくその旨を記載した「福岡県事業承継に向けた中小企業収益力強化補助金

に係る産業財産権等届出書」（様式第９号）を知事に提出しなければならない。 

 

（収益納付） 

第２２条 知事は、補助事業者が行う補助事業の実施期間内に、補助事業の実施結果の事業化、産業財産権等の

譲渡または実施権の設定及びその他の補助事業の実施により収益が生じたと認めたときは、補助事業者に対し

交付した補助金の全部又は一部に相当する金額を知事に納付させることができる。 

 

（成果の発表） 

第２３条 知事は、補助事業が完了したときは、補助事業者と協議の上、その成果を発表させることができるも

のとする。 

 

（その他） 

第２４条 この要綱に定めるもののほか、補助事業の実施に関して必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行し、令和５年度から令和１０年度までの補助金について適用する。 

 

附 則 

この要綱は、令和８年４月１日から施行し、改正後の福岡県事業承継に向けた中小企業収益力強化補助金交

付要綱の規定は、令和８年度からの補助金について適用する。 
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別表 （交付要綱第５条関係） 

 

【補助対象経費】 

 

経費区分 内  容 

１．機械装置費 事業の遂行に必要な機械装置の購入に要する経費 

２．広報費 
パンフレット・ポスター・チラシ等を作成するため、および広報媒体等を

活用するために支払われる経費 

３．展示会等出展費 新商品等を展示会等に出展または商談会に参加するために要する経費 

４．旅費 

事業遂行に必要な情報収集（単なる視察・セミナー等参加は除く）や各種

調査を行うため、および販路開拓（展示会等の会場の往復を含む）ための

旅費 

５．開発費 
新商品の試作品開発にともなう原材料、設計、デザイン、製造、改良、加

工するために支払われる経費 

６．借料 
事業遂行に直接必要な機器・設備等のリース料・レンタル料として支払わ

れる経費 

７．専門家謝金 
事業遂行に必要な助言・指導を受けるために依頼した専門家等に支払われ

る経費 

８．専門家旅費 事業遂行に必要な助言・指導を依頼した専門家等に支払われる旅費 

９. 研修受講料 
事業承継の実行に必要な研修の受講に要する経費 

※公に開催が確認できる研修に限る 

10．雑役務費 
事業遂行に必要な業務・事務を補助するために臨時的に雇い入れた者のア

ルバイト代、派遣労働者の派遣料、交通費として支払われる経費 

11．委託費 

上記 1.から 11.に該当しない経費であって、事業遂行に必要な業務の一部

を第三者に委託（委任）するために支払われる経費（市場調査等について

コンサルタント会社等を活用する等、自ら実行することが困難な業務に限

る） 

 

12．外注費 

 

上記 1.から 11.に該当しない経費であって、事業遂行に必要な業務の一部

を第三者に外注（請負）するために支払われる経費（店舗の改装等、自ら

実行することが困難な業務に限る） 

※直接人件費、消耗品費、通信運搬費、光熱水費等、使用目的が補助対象事業の遂行に必要なものと 

明確に特定できない経費、消費税及び地方消費税（ただし、消費税法における納税義務者とならな 

い補助事業者及び免税事業者、簡易課税事業者の場合は、補助事業の遂行に支障をきたす恐れがあ 

るため、消費税等を補助対象経費に含めて補助金額を算定できるものとする。）に係る経費及び公的 

な資金の用途として社会通念上、不適切と認められる経費は補助対象外 

 

 

 

 

  



（様式第１号） 

 

  年  月  日  

 

福岡県知事 

（ 氏 名 ） 殿 

 

     申請者の住所 

     商号又は名称 

     代表者役職・氏名 

 

 

年度福岡県事業承継に向けた中小企業収益力強化補助金交付申請書 

 

 

福岡県事業承継に向けた中小企業収益力強化補助金交付要綱第７条の規定に基づき、下記のとおり   

年度福岡県事業承継に向けた中小企業収益力強化補助金の交付を申請します。 

 

 

記 

 

１ 補助事業の目的及び内容 

（別紙１）補助事業実施計画書および（別紙２）経費内訳書のとおり 

 

２ 補助事業の開始日および完了予定日 

交付決定日～    年  月  日 

 

３ 補助金交付申請額 

金          円 

 

４ そのほか添付書類 

  ・福岡県事業承継支援ネットワークの専門家派遣で策定した計画書 

  ・（別紙３）役員名簿 

 

  



（別紙１）（様式第１号関係） 

補助事業実施計画書 

企業名：              

【補助事業の内容】 

１．補助事業で行う取組名 

 

２．取組の目的 

    

３．取組内容 

４．実施効果 

  

５．取組の特徴・アピールポイント 

６．スケジュール 

   

 

７．実施体制 
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（別紙２）（様式第１号関係） 

経 費 内 訳 書 

１．経費明細表                            （単位：円） 

経費区分 内容・必要理由 
経費内訳 

(単価×回数) 

補助事業に 

要する経費 
補助対象経費 

     

     

     

     

     

（１）補助事業に要する経費合計  

（２）補助対象経費合計  

（３）補助金交付申請額 （（２）×補助率 1/2(2/3)以内）  

１．補助事業に要する経費は、消費税及び地方消費税を含めた額を記載すること。 

２．補助対象経費は、消費税及び地方消費税を除いた額を記載すること。 

 （消費税法における簡易課税業者の場合は、これを含めた額を記載し、欄外にその旨を記載するこ

と。） 

３．（３）補助金交付申請額は補助対象経費の２分の１（小規模事業者の場合３分の２）以内で、千

円未満を切り捨てた金額を記入（上限は５０万円）。 

 

２．資金調達内訳 

区  分 金 額（円） 

自己資金  

借入金  

県補助金  

その他  

合 計  

１．県補助金額は、経費明細表の（３）補助金交付申請額と一致させること。 

２．合計額は、経費明細表の（２）補助対象経費合計と一致させること。 
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（別紙３）（様式第１号関係） 

 

役 員 名 簿 

 

（企業名：          ） 

役職名 

氏名ｶﾅ 

（半角ｶﾅ、姓と

名は半角スペー

スで分ける） 

氏名 

（姓と名は全角ス

ペースで分ける 

生年月日 性別 

元号 

大正：Ｔ 

昭和：Ｓ 

平成：Ｈ 

年 月 日 
男性：Ｍ 

女性：Ｆ 

代表取締

役 
ｸﾝﾚﾝ ｼﾞｯｼ 訓練 実施 S 30 3 4 M 

取締役 ｷｭｳｼｭｳ ｲﾁﾛｳ 九州 一郎 S 40 1 1 M 

取締役 ﾌｸｵｶ ﾊﾅｺ 福岡 花子 S 45 12 24 F 

        

        

        

        

        

※役員全員を記載してください。 

※役員名簿については、氏名カナ（半角、姓と名の間も半角で１マス空け）、氏名漢字（全角、姓と 

名の間も全角で１マス空け）、生年月日（半角で大正は T、昭和は S、平成は H、令和は R、数字は 

２桁半角）、性別（半角で男性は M、女性は F）を記載してください（上記記載例参照）。 

※また、外国人については、氏名欄にはアルファベットを、氏名カナ欄は当該アルファベットのカナ 

読みを記載してください。 

※この役員名簿により収集した個人情報については、福岡県補助金交付規則第四条の二に基づき、福 

岡県事業承継に向けた中小企業収益力強化事業からの暴力団排除のため、福岡県警察への照会確認

に使用します。 
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（様式第２号） 

 

 公印省略 

 

     第  号  

  年  月  日  

 

（申請者の商号又は名称） 

（代表者役職・氏名）  殿 

 

       福岡県知事（ 氏名 ）  

 

 

年度福岡県事業承継に向けた中小企業収益力強化補助金交付決定通知書 

 

 

年  月  日付で交付申請のあった補助事業については、福岡県事業承継に向けた中小企業

収益力強化補助金交付要綱第８条の規定に基づき、下記のとおり交付することを決定したので通知し

ます。 

 

 

記 

 

 

１ 補助事業の交付の対象となる事業及びその内容 

     年  月  日付で交付申請のあった、   年度福岡県事業承継に向けた中小企業収益

力強化補助金交付申請書に記載のとおりとする。 

 

 

２ 交付決定額 

交付決定額は次のとおりとする。ただし、補助事業の内容が変更された場合の補助金の 

額については、別に通知するところによるものとする。 

 

補助金交付決定額：          円 

 

 

３ 補助事業者は、福岡県事業承継に向けた中小企業収益力強化補助金交付要綱の定めるところに従

わなければならない。 
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（様式第３号） 

 

  年  月  日 

 

福岡県知事 

（ 氏 名 ） 殿 

 

     申請者の住所 

     商号又は名称 

     代表者役職・氏名 

 

 

年度福岡県事業承継に向けた中小企業収益力強化補助金に係る補助事業の変更承認申請書 

 

    年  月  日付     第  号で交付決定通知があった補助事業の内容を下記のと

おり変更したいので、福岡県事業承継に向けた中小企業収益力強化補助金交付要綱第１０条の規定に

基づき、承認を申請します。 

 

記 

 

１ 取組名 

 

 

２ 変更の理由 

 

 

３ 変更の内容  

別紙のとおり 
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別紙（様式第３号関係） 

 

補助事業の変更内容 

 

１ 事業の内容 

変 更 す る 項 目 変   更   前 変   更   後 

   

 

 

２ 事業の経費 

（単位：円） 

経費等 

 

経費区分 

補助事業に要する経費 補助対象経費 補助金申請額 

備 考 
変更前 変更後 変更前 変更後 変更前 変更後 

        

 

１． 補助事業に要する経費には消費税及び地方消費税を含めた額を記載すること。 

２． 補助対象経費は、消費税及び地方消費税を除いた額を記載すること。 

（消費税法における簡易課税業者の場合は、これを含めた額を記載し、備考にその旨を記載する

こと。） 

３． 補助金申請額は補助対象経費の２分の１（小規模事業者の場合３分の２）以内で、千 

円未満を切り捨てた金額を記入。 
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（様式第３号の２） 

 

公印省略 

     第  号 

  年  月  日 

 

（申請者の商号又は名称） 

（代表者役職・氏名）  殿 

 

福岡県知事（ 氏名 ）       

 

 

年度福岡県事業承継に向けた中小企業収益力強化補助金に係る補助事業の変更承認通知書 

 

 

年  月  日付で変更承認申請のあった補助事業については、福岡県事業承継に向けた中小

企業収益力強化補助金交付要綱第１０条第２項の規定に基づき、下記のとおり変更承認したので通知

します。 

 

 

記 

 

１ 補助事業の変更承認の内容 

     年  月  日付で変更承認申請のあった、    年度福岡県事業承継に向けた中小企

業収益力強化補助金に係る補助事業の変更承認申請書に記載のとおりとする。 

 

 

２ 変更後の交付決定額 

変更後の交付決定額は次のとおりとする。 

変更後の補助金交付決定額：            円 

 

 

３ 補助事業者は、福岡県事業承継に向けた中小企業収益力強化補助金交付要綱の定めるところに従

わなければならない。 
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（様式第４号） 

 

  年  月  日 

 

福岡県知事 

（氏名） 殿 

 

     申請者の住所 

     商号又は名称 

     代表者役職・氏名  

 

 

年度福岡県事業承継に向けた中小企業収益力強化補助金に係る補助事業の中止（廃止）承認申請書 

 

 

    年  月  日付     第  号で交付決定通知があった補助事業の内容を下記のと

おり中止（廃止）したいので、福岡県事業承継に向けた中小企業収益力強化補助金交付要綱第１１条

の規定に基づき、承認を申請します。 

 

記 

 

１ 取組名 

 

 

２ 中止（廃止）の理由 

 

 

３ 補助事業中止の期間（廃止の時期） 
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（様式第４号の２） 

 

公印省略 

     第  号 

  年  月  日 

 

（申請者の商号又は名称） 

（代表者役職・氏名）  殿 

 

       福岡県知事（ 氏名 ）  

 

 

年度福岡県事業承継に向けた中小企業収益力強化補助金に係る補助事業の中止（廃止）承認通知書 

 

 

    年  月  日付で変更承認申請のあった補助事業については、福岡県事業承継に向けた中

小企業収益力強化補助金交付要綱第１１条第２項の規定に基づき、下記のとおり中止（廃止）承認し

たので通知します。 

 

 

記 

 

 

１ 補助事業の中止（廃止）承認の内容 

     年  月  日付で中止（廃止）承認申請のあった、    年度福岡県事業承継に向け

た中小企業収益力強化補助金に係る補助事業の中止（廃止）承認申請書に記載のとおりとする。 
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（様式第５号） 

  年  月  日 

福岡県知事 

（ 氏名 ）  殿 

 

     申請者の住所 

     商号又は名称 

     代表者役職・氏名 

 

年度福岡県事業承継に向けた中小企業収益力強化補助金に係る補助事業実績報告書 

 

年  月  日付     第  号で交付決定通知があった補助事業について、   年

月  日に完了したので、福岡県事業承継に向けた中小企業収益力強化補助金交付要綱第１２

条の規定に基づき、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 取組名 

 

２ 実施期間 

年  月  日 ～  年  月  日 

３ 事業内容及び成果 

 

４ 経費の支出状況 

   交付決定額               円 

   補助事業に要した経費          円 

   補助対象経費              円 

   補助金充当額              円 

   ※決算総表（別紙１）、支払明細書（別紙２）のとおり 

 

５ 取得物件 

取得物件一覧表（別紙３）のとおり
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別紙１（様式第５号関係）  

 

決 算 総 表 

（単位：円） 

経費の区分 

予 算 額 決 算 額 

備  考 補助事業に 

要する経費 

補助事業に 

要した経費 
補助対象経費 補助金充当額 

      

      

      

      

      

      

      

合 計      

 

１． 補助事業に要した経費には消費税及び地方消費税を含めた額を記載すること。 

２． 補助対象経費、補助金充当額は、消費税及び地方消費税を除いた額を記載すること。 

（消費税法における簡易課税業者の場合は、これを含めた額を記載し、備考欄にその旨を記載す

ること。） 

３． 補助金充当額は補助対象経費の２分の１（小規模事業者の場合３分の２）で、千円未満を切り

捨てた金額を記入。 
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別紙２（様式第５号関係） 

 

支 払 明 細 書 

（単位：円） 

経費の区分 書類番号 
内  容 

（品目等） 

補助事業に 

要した経費 
補助対象経費 補助金充当額 入手日 支払日 支 払 先 備  考 

 

         

        

小  計        

 

         

        

小  計        

 

         

        

小  計        

 

         

        

小  計        

 

         

        

小  計        

 

         

        

小  計        

合  計        

※支払済、支払確定分のみ記載すること。 

※書類番号に対応する、支出証拠書類（領収書、振込書、研修等の内容が確認できる書類等）の写しを添付すること。 

※補助対象経費、補助金充当額は、消費税及び地方消費税を除いた額を記載すること。 

（消費税法における簡易課税業者の場合は、これを含めた額を記載し、備考欄にその旨を記載すること。） 
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別紙３（様式第５号関係） 

 

取 得 物 件 一 覧 表 

 

製品名 
様式 

又は型式等 

取得年月日 
耐用年数 

取得金額 

（税抜） 
設置場所 備  考 

検収年月日 
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（様式第６号） 

 

公印省略 

     第  号 

  年  月  日 

 

（申請者の商号又は名称） 

（代表者役職・氏名）  殿 

 

       福岡県知事 

（ 氏名 ）   

 

    年度福岡県事業承継に向けた中小企業収益力強化補助金に係る額の確定通知書 

 

    年  月  日付で交付決定を通知した補助事業については、    年  月  日付

で提出のあった、    年度福岡県事業承継に向けた中小企業収益力強化補助金に係る補助事業実

績報告書を審査した結果、補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認められる

ので、福岡県事業承継に向けた中小企業収益力強化補助金交付要綱第１３条の規定に基づき、交付す

べき補助金の額を、下記のとおり確定します。 

 

記 

 

１ 取組名 

 

 

２ 補助金確定額 

補助事業に要した経費    円 

うち、補助対象経費    円 

 

補助金確定額     円 
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（様式第７号） 

  年  月  日 

 

福岡県知事 

（ 氏名 ）  殿 

 

     申請者の住所 

     商号又は名称 

     代表者役職・氏名    

 

    年度福岡県事業承継に向けた中小企業収益力強化補助金精算払請求書 

 

    年  月  日付     第  号で額の確定通知があった補助事業について、福岡県

事業承継に向けた中小企業収益力強化補助金交付要綱第１４条の規定に基づき、下記のとおり請求し

ます。 

 

記 

 

１ 取組名 

 

 

２ 請求額 

金           円也 

（内訳） 

補助金確定額             円 

概算払受領済額            円 

今回請求額              円 

残額                 円 
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（様式第７号の２） 

  年  月  日 

 

福岡県知事 

（ 氏名 ）  殿 

 

     申請者の住所 

     商号又は名称 

     代表者役職・氏名    

 

    年度福岡県事業承継に向けた中小企業収益力強化補助金概算払請求書 

 

    年  月  日付     第  号で交付決定通知があった補助事業について、福岡県

事業承継に向けた中小企業収益力強化補助金交付要綱第１４条第１項ただし書きの規定に基づき、下

記のとおり請求します。 

 

記 

 

１ 取組名 

 

 

２ 請求額 

金           円也 

（内訳） 

交付決定額              円 

概算払受領済額            円 

今回請求額              円 

残額                 円 

 

３ 支払明細書 

別紙１のとおり 
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別紙１（様式第７号の２関係） 

 

支 払 明 細 書 

（単位：円） 

経費の区分 書類番号 
内  容 

（品目等） 

支払済 

(支払確定)額 
補助対象経費 補助金充当額 入手日 

支払 

（予定）日 
支 払 先 備  考 

 

         

        

小  計        

 

         

        

小  計        

 

         

        

小  計        

 

         

        

小  計        

 

         

        

小  計        

 

         

        

小  計        

合  計        

※支払済、支払確定分のみ記載すること。 

※書類番号に対応する、支出証拠書類（領収書、振込書等）の写しを添付すること。 

※補助対象経費、補助金充当額は、消費税及び地方消費税を除いた額を記載すること。 

（消費税法における簡易課税業者の場合は、これを含めた額を記載し、備考欄にその旨を記載すること。）
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（様式第８号） 

  年  月  日 

 

福岡県知事 

（ 氏名 ）  殿 

 

     申請者の住所 

     商号又は名称 

     代表者役職・氏名 

 

年度福岡県事業承継に向けた中小企業収益力強化補助金に係る取得財産等の処分承認申請書 

 

    年  月  日付    第  号で交付決定通知があった補助事業について、

下記のとおり取得財産等を処分したいので、福岡県事業承継に向けた中小企業収益力強化補

助金交付要綱第２０条の規定に基づき、承認を申請します。 

 

記 

 

１ 処分の理由 

 

 

２ 処分する財産等の一覧 

財産等の名称 取得価格（税抜） 取得年月

日 

処分年月

日 

処分の 

方法 

処分による収

入 

 

      

合計      
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（様式第９号） 

  年  月  日 

 

福岡県知事 

（ 氏名 ）  殿 

 

     申請者の住所 

     商号又は名称 

     代表者役職・氏名    

 

    年度福岡県事業承継に向けた中小企業収益力強化補助金に係る産業財産権等届出書 

 

    年  月  日付     第  号で交付決定通知があった補助事業について、

下記のとおり産業財産権等の取得（譲渡、実施権の設定）をしたので、福岡県事業承継に向

けた中小企業収益力強化補助金交付要綱第２１条の規定に基づき、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 産業財産権等の種類、名称、出願・取得番号 

 

 

２ 産業財産権等の内容 

 

 

３ 相手先及び条件 （※譲渡及び実施権設定の場合） 

 

 

 


